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平成２４年５月３１日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 差押処分取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年２月７日 

 

判     決 

原     告     Ｘ 

被     告     国 

処分行政庁       東京国税局長 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

処分行政庁がした別紙差押債権目録記載１の債権及び２の預託株券共有持分

に対する差押処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

本件は、東京国税局長が、平成１９年６月５日に、Ａ株式会社（以下「Ａ」

という。）に対する別紙滞納国税一覧表記載の滞納国税（以下「本件滞納国税」

という。）の徴収のため、Ａの納税保証人である原告の所有する別紙差押債権

目録記載１の債権及び２の預託株券共有持分（以下「本件各差押債権」という。）

に対してした差押処分（以下「本件各差押処分」という。）について、原告が、

本件各差押処分は、① 原告が保証していない又は原告がした保証の範囲を超

える滞納国税に基づいて行われたものであり、仮にそうでないとしても、② 本

件滞納国税の徴収権がＡとの関係で時効消滅したことにより、原告の納税義務
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も保証債務の附従性により消滅しているにもかかわらず行われたものであり違

法であるとして、本件各差押処分の取消しを求める事案である。 

１ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨

により容易に認められる事実） 

（１）神奈川税務署長は、平成８年５月２３日現在、Ａに対し、別紙租税債権目

録（１）記載の租税債権（以下「本件滞納国税１」という。）を有していた。

（乙２） 

（２）原告は、平成８年５月２３日当時、Ａの取締役であった。（乙３の１及び

２） 

（３）原告は、平成８年５月２３日、神奈川税務署長に対し、本件滞納国税１を

納税保証する旨記載され、原告が保証人欄に署名押印した納税保証書（以下

「本件納税保証書１」という。）及び印鑑登録証明書を提出し、神奈川税務

署長は、同日、国税徴収法１５１条１項１号に基づき、同日から平成９年５

月２２日までの間、本件滞納国税１につき、滞納処分による財産の換価を猶

予することを決定した（以下、この決定に係る換価の猶予を「本件換価の猶

予１」という。）。なお、神奈川税務署長と原告との間で、同日、納税保証

契約（以下「本件納税保証１」という。）が成立したか否かについては争い

がある。（乙４ないし６） 

（４）神奈川税務署長は、平成９年１１月６日、本件滞納国税１を含む別紙租税

債権目録（２）記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６８条に基づき、

Ａ所有に係る別紙不動産目録１ないし３の不動産（以下「本件各不動産」と

いう。）を差し押さえ（以下、これらの差押処分を「本件各不動産差押処分」

という。）、同月１１日、その旨の登記を経由した。（乙７、８、９の１な

いし３） 

（５）神奈川税務署長は、平成９年１１月２７日、国税通則法４３条３項に基づ

き、本件滞納国税１を含むＡの滞納国税について、東京国税局長に徴収の引
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継ぎを行った。 

（６）原告は、平成１０年８月１８日、東京国税局長に対し、本件滞納国税１を

含む別紙租税債権目録（３）記載の滞納国税を納税保証する旨記載され、原

告が保証人欄に署名押印した納税保証書（以下「本件納税保証書２」という。）

及び印艦登録証明書を提出し、東京国税局長は、同月２６日、国税徴収法１

５１条１項１号に基づき、同日から平成１１年８月２５日までの間、別紙租

税債権目録（３）のうち、順号２２から２５に係る滞納国税（以下「本件滞

納国税２」という。本件滞納国税１と本件滞納国税２を合わせたものが本件

滞納国税である。）につき、滞納処分による財産の換価を猶予することを決

定した（以下、この決定に係る換価の猶予を「本件換価の猶予２」という。）。

なお、東京国税局長と原告との間で同日成立した納税保証契約（以下「本件

納税保証２」という。）が保証金額を８００万円とする限定がされたもので

あるか否かについては争いがある。（乙１０ないし１３） 

（７）東京国税局長は、平成１０年８月２６日、本件換価の猶予１について、国

税徴収法１５２条において準用する国税通則法４６条７項により、換価の猶

予期間を同日から平成１１年８月２５日までの間に延長した。（乙１４） 

（８）原告は、平成１１年６月２４日、国に対し、８００万円を納付し、東京国

税局長は、同日、国税徴収法１５１条２項に基づき、本件各不動産差押処分

を解除し、同月２８日、その旨の登記を経由した。（甲２の１及び２、乙９

の１ないし３、１５） 

（９）東京国税局長は、平成１６年５月１２日、本件滞納国税（当時の残高は別

紙租税債権目録（４）記載のとおり）を徴収するため、国税徴収法６２条に

基づき、Ａが財団法人Ｂ（以下「Ｂ」をいう。）に対して有するものとして

別紙債権目録１及び２記載の敷金及び保証金の各返還請求権（以下、同目録

１記載の敷金返還請求権を「本件敷金返還請求権」、同目録２記載の保証金

返還請求権を「本件保証金返還請求権」といい、両請求権を併せて「本件敷
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金等返還請求権」という。）をそれぞれ差し押さえ（以下、本件敷金返還請

求権の差押えを「本件敷金差押処分」、本件保証金返還請求権の差押えを「本

件保証金差押処分」といい、両差押処分を併せて「本件敷金等差押処分」と

いう。）、同日、各債権差押通知書は、Ｂに到達した。なお、本件敷金等差

押処分当時、本件敷金等返還請求権がＡに帰属していたか否かについては争

いがある。（乙１６ないし１８） 

（１０）東京国税局徴収職員は、平成１６年６月１７日、本件滞納国税（当時の

残高は別紙租税債権目録（５）記載のとおり）を徴収するため、国税徴収法

６２条に基づき、Ａに帰属するものとして株式会社Ｃ銀行箕輪支店（以下「Ｃ

銀行」という。）における当座預金（口座番号＿＿＿＿＿＿＿。以下「本件

当座預金口座」という。）の払戻請求権（以下「本件当座預金債権」という。）

を差し押え（以下、この差押処分を「本件当座預金差押処分」という。）、

同日、債権差押通知書はＣ銀行に到達した。なお、本件当座預金差押処分当

時、本件当座預金債権がＡに帰属していたか否かについては争いがある。（乙

３６） 

（１１）東京国税局長は、平成１６年９月１５日、Ｃ銀行から、本件当座預金差

押処分に基づき、被差押債権全額の弁済を受けた。（乙３７、３８） 

（１２）Ａは、平成１６年６月３０日、株主総会決議により解散し、同年７月２

８日、その旨の登記を経由した。（乙３の２） 

（１３）東京国税局長は、平成１７年１月１２日、原告に対し、国税通則法５２

条２項に基づき、本件滞納国税（当時の残高は別紙租税債権目録（６）記載

のとおり）について、納付の期眼を同年２月１４日と記載した納付通知書に

よる告知処分をした。（乙１９、２０） 

（１４）東京国税局長は、平成１７年２月２８日、本件滞納国税（当時の残高は

別紙租税債権目録（７）記載のとおり）を上記（１３）の納付の期限までに

完納しなかったことから、原告に対し、国税通則法５２条３項に基づき、納
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付催告書による督促をした。（乙２２） 

（１５）東京国税局長は、平成１８年１１月２４日、本件敷金等差押処分に基づ

き、Ｂから被差押債権全額の弁済を受けた。（乙２３ないし２６） 

（１６）東京国税局徴収職員は、平成１９年６月５日、Ａに対し、本件滞納国税

（当時の残高は別紙租税債権目録（８）記載のとおり）を徴収するため、国

税徴収法６２条に基づき、別紙差押債権目録３記載の債権を差し押さえ、同

条及び同法７３条に基づき、別紙差押債権目録１記載の債権及び２記載の預

託株券共有持分について差し押さえた（本件各差押処分）。なお、各差押え

に係る債権差押通知書及び差押通知書は、同日、Ｄ証券株式会社横浜駅西口

支店に到達した。（甲１の１及び２、乙２７） 

（１７）東京国税徴収職員は、平成１９年７月１３日、国税徴収法６７条１項に

基づき、上記（１６）において差し押さえた別紙差押債権目録３記載の債権

の全額を取り立て、滞納国税に充当した。（乙１） 

（１８）原告は、平成１９年７月２７日、東京国税局長に対し、本件各差押処分

及び別紙差押債権目録３記載の債権に係る差押処分を含む東京国税徴収職員

が原告に対して行った差押処分を不服として異議申立て（以下「本件異議申

立て」という。）をした。（乙２８） 

（１９）東京国税局長は、平成１９年１０月１６日、本件異議申立てのうち本件

各差押処分に係るものについては棄却、本件各差押処分を除く差押処分に係

るものについては却下する旨の異議決定（以下「本件異議決定」という。）

をした。（乙２９） 

（２０）原告は、平成１９年１１月１２日、国税不服審判所長に対し、本件各差

押処分及び別紙差押債権目録３記載の債権に係る差押処分に不服があるとし

て審査請求（以下「本件審査請求」という。）をした。（乙３０） 

（２１）国税不服審判所長は、平成２１年２月２０日、本件審査請求のうち本件

各差押処分に係るものについては棄却、別紙差押債権目録３記載の債権の差
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押処分に係るものについて却下する旨の裁決をした。（乙３０） 

（２２）原告は、平成２１年８月６日、本件訴えを提起した。（顕著な事実） 

（２３）原告は、平成２４年２月７日、本件訴えのうち、別紙差押債権目録記載

３の債権に係る差押処分の取消しを求める請求に係るものを取り下げた。（顕

著な事実） 

２ 主な争点 

（１）本件納税保証１及び本件納税保証２（以下「本件各納税保証」という。）

の成否等 

ア 本件納税保証１の成否等（原告の錯誤の有無、重過失の有無等） 

イ 本件納税保証２の成否等（原告のした納税保証の範囲の限定の有無、原

告の錯誤の有無、重過失の有無等） 

（２）本件滞納国税の時効消滅の成否 

ア 本件敷金等差押処分による時効中断の有無 

イ 本件当座預金差押処分による時効中断の有無 

３ 争点に関する当事者の主張の要旨 

（１）争点（１）ア（本件納税保証１の成否等）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 本件納税保証書１の保証人欄には、原告の署名押印が存在するから、本

件納税保証書１が作成者である原告の意思に基づいて作成され、真正に成

立したものであることは明らかであり、本件納税保証１は成立している。 

原告は、Ａの財産が差し押さえられることを避けたかったものの、本件

滞納国税について、Ａとして具体的な納付計画を立てることができなかっ

たため、換価の猶予及び延滞税の免除を受ける目的で本件納税保証１を締

結したものである。このことは、原告が平成８年５月１５日に神奈川税務

署を訪れた際に手交された納税保証書を一旦持ち帰り、同月２３日に神奈

川税務署長宛てに提出していること、本件納税保証書１の冒頭に「納税保
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証書」、署名押印の直前に「保証人」、「換価の猶予に係る下記納税者の

猶予税額を私において（私ども保証人連帯で）納税保証をします。」と明

記されており、原告は、Ａの代表者でないにもかかわらず、原告個人とし

て署名押印していることからも明らかである。 

イ 原告には、本件納税保証１を締結するに際し、要素の錯誤や動機の錯誤

があったとは認められず、仮に、何らかの錯誤があったとしても、原告に

重大な過失があることは明らかであるから、原告は、本件納税保証１につ

き錯誤無効を主張することはできない。原告のその余の主張は争う。 

（原告の主張の要旨） 

ア 原告は、平成８年５月頃、神奈川税務署の徴収職員から、Ａが滞納して

いる税金を納めなければＡの資産を換価しなければならないと言われたた

め、分割してでも支払うので換価は待ってほしいと依頼したところ、同徴

収職員から、実印及び印鑑証明書を持参するよう指示された。 

その後、原告が、神奈川税務署に実印及び印艦証明書を持参した際、徴収

職員から提示された書類に指示されるがままに署名押印した。したがって、

原告は、本件納税保証書１に署名押印する際、Ａの本件滞納国税１を分割

して支払うための念書を作成する意思は有していたが、本件滞納国税１を

納税保証する意思は有していなかった。したがって、原告には本件納税保

証１に対応する効果意思が欠けているため、原告と神奈川税務署長との間

で本件納税保証１は成立していない。 

イ 仮に、本件納税保証１が成立しているとしても、原告の表示意思と効果

意思との間には齟齬があり、本件納税保証書１がＡの分割払いを約する念

書であるという原告が陥った錯誤は要素の錯誤に当たるから、本件納税保

証１は民法９５条により無効である。仮に、原告の錯誤が動機の錯誤に当

たるとしても、本件滞納国税１の分割払いのためという動機は、相手方で

ある徴収職員に表示されていたから、原告は錯誤無効を主張することがで
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きる。仮に、原告が錯誤に陥ったことについて重過失があったとしても、

徴収職員は、原告に対し、納税保証に関する明確な説明を行っておらず、

原告が錯誤に陥っていることを知ってこれを利用しているから、信義則上、

原告に重過失がある旨の抗弁を主張することはできず、いずれにしても、

本件納税保証１は錯誤により無効である。 

（２）争点（１）イ（本件納税保証２の成否等）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 本件納税保証２の保証人欄には、原告の署名押印が存在し、原告の保証

金額を８００万円に限定する文言も記載されていないから、本件納税保証

書２が作成者である原告の意思に基づいて作成され、真正に成立したもの

であることは明らかであり、本件納税保証２は本件滞納国税２全額につい

て成立している。 

原告は、本件納税保証書２を東京国税局長に対して提出した平成１０年

８月頃、東京国税局の徴収職員に対し、１か月以内に７００万円を納付す

ること、本件各不動産を担保として金融機関から３００万円を借り入れて

納付すること等を申し出ていたのであり、原告が本件各不動産の差押えを

解除するために原告が８００万円を納付するという申出をしたのは、平成

１１年６月１１日である。したがって、本件納税保証書２が作成された平

成１０年８月当時に、原告が本件納税保証書２について本件各不動産の差

押えを解除するための念書であると考えていたはずはないから、原告の主

張はその前提を欠くものである。 

イ 原告には、本件納税保証２を締結するに際し、要素の錯誤や動機の錯誤

があったとは認められず、仮に、何らかの錯誤があったとしても、原告に

重大な過失があることは明らかであるから、原告は、本件納税保証２につ

き錯誤無効を主張することはできない。原告のその余の主張は争う。 

（原告の主張の要旨） 
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ア 神奈川税務署長は、平成９年１１月、本件各不動産差押処分をしたが、

本件各不動産は、Ａの当時のＥ営業所の事業に供していた物件であり、本

件各不動産に係る差押えが継続されたままでは金融機関等からの借入れが

できず、本件各不動産が換価されてしまうとＡの事業の継続を困難にする

おそれがあった。そこで、原告は、Ａの事業を継続するため、本件各不動

産差押処分の解除の可否及びその方法等について、徴収事務を承継した東

京国税局の徴収職員に相談したところ、徴収職員は、原告に対し、本件各

不動産の評価額である８００万円を納付すれば本件各不動産差押処分を解

除することが可能である旨回答した。 

そこで、原告は、平成１１年６月２４日、本件各不動産差押処分を解除

するための納付金８００万円の支払を保証し、そのための念書を作成する

認識で本件納税保証書２に署名押印したものであるから、本件納税保証２

は８００万円の限度で保証するものとして成立した。そして、原告は、平

成１１年６月２４日、８００万円を納付したため、保証債務は弁済により

消滅した。 

イ 仮に、本件納税保証２が８００万円を超える部分について成立している

としても、８００万円を超える部分を保証することについては原告に要素

の錯誤があり、本件納税保証２はその限度で無効である。仮に、原告が錯

誤に陥ったことについて重過失があったとしても、徴収職員は、原告に対

し、納税保証に関する明確な説明を行っておらず、原告が錯誤に陥ってい

ることを知ってこれを利用しているから、信義則上、原告に重過失がある

旨の抗弁を主張することはできず、いずれにしても、本件納税保証２は錯

誤により無効である。 

（３）争点（２）ア（本件敷金等差押処分による時効中断の有無）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 国税の徴収権は、その国税の法定納期限から５年間行使しないことによ
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って時効により消滅する（国税通則法７２条１項）。国税の徴収権の時効

には、国税通則法に別段の定めがあるものを除き、民法の規定が準用され

る（同条３頃）ほか、督促処分の効力が生じたときに中断し、督促を発し

た日から起算して１０日を経過した日までの間は進行しない（国税通則法

７３条１項４号）。 

本件滞納国税の各法定納期限は、別紙滞納国税一覧表の法定納期限欄記

載のとおり、平成元年５月３１日ないし平成９年２月２８日である。 

本件滞納国税の徴収権の消滅時効は、上記の各法定納期限を経過した後、

別紙滞納国税一覧表の督促欄上段記載の各日付によるＡに対する督促（国

税通則法３７条１項）によって中断し、各督促を発した日から起算して１

０日を経過した日まで時効は進行しなかった（同法７３条１項４号）。ま

た、本件滞納国税の徴収権の消滅時効は、遅くとも、平成９年１１月６日

付け本件各不動産差押処分に係る差押登記がされた同月１１日に中断し、

本件各不動産差押処分が解除された平成１１年６月２４日まで進行しなか

った（同法７２条３項、民法１４７条２号、１５７条１項）。さらに、本

件滞納国税の徴収権の消滅時効は、本件敷金等差押処分が行われた平成１

６年５月１２日に中断し、被差押債権の弁済を受けた平成１８年１１月２

４日まで進行しなかった（国税通則法７２条３項、民法１４７条２号、１

５７条１項）。 

以上のとおり、平成１９年６月５日付けの本件各差押処分の時点におい

て本件滞納国税の徴収権の消滅時効は完成していなかったものであり、消

減時効の中断の効力は、保証人である原告にも及ぶから（民法４５７条１

項）、原告の保証債務もまた時効消滅していなかった。 

イ 原告は、Ａは、平成１５年３月３１日、別紙債権目録記載の各施設（以

下「本件各施設」という。）に係るＢを賃貸人、Ａを賃借人とする賃貸借

契約を終了し、Ｂと横浜市に本社を置く有限会社Ｆ（以下「Ｆ」という。）
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との間で新たに賃貸借契約を締結することとした際、ＡのＢに対する本件

敷金等返還請求権を、債務者であるＢの承諾を得て、Ｆに譲渡し、Ｆは、

Ｂとの間の敷金契約及び保証金契約に係る敷金及び保証金として、同日、

Ｂに対し、代物弁済したため、本件敷金等差押処分当時、既に本件敷金等

返還請求権は消減していた旨主張する。 

しかしながら、不動産の賃貸借において、賃貸借契約と敷金契約及び保

証金契約とは別個の契約であるから、賃借権が譲渡された場合には、敷金

交付者又は保証金交付者が新賃借人に対して敷金返還請求権又は保証金返

還請求権を譲渡するなどの特段の事情のない限り、敷金返還請求権又は保

証金返還請求権は新貸借人に承継されるものではない。本件においては、

関係する契約書の記載内容に鑑みれば、ＦとＢとが新たな賃貸借契約を締

結したものではなく、ＡとＢとの間の賃貸借契約に基づく貸借権がＡから

Ｆに譲渡されたものと認めるのが相当であり、その際、敷金及び保証金に

関するＡの権利義務関係が新賃借人であるＦに承継されたこととなる特段

の事情は認められないから、本件敷金等返還請求権は、いずれもＦには承

継されていないというべきである。したがって、Ｆが、Ｂに対し、敷金及

び保証金を新たに差し入れるべき債務を負担したとしても、そもそも代物

弁済に供すべき目的債権を有していないから、Ｆによる代物弁済は存在し

得ない。 

ウ 仮に、本件敷金等差押処分当時、本件敷金等返還請求権が第三者に対し

て譲渡されたためにＡに帰属していなかったとしても、指名債権の譲渡に

おける僚権の帰属は、民法上は対抗問題とされており、滞納処分としてさ

れる債権差押処分と指名債権の譲渡とが競合した場合についても同様に対

抗問題になると解される。指名債権の譲渡は、確定日付のある証書による

通知又は承諾がなければ、債務者以外の第三者に対抗することができない

ところ、本件敷金等返還請求権の譲渡につき確定日付のある証書による通
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知又は承諾はされていない。したがって、Ａ及びＦは、本件敷金等返還請

求権の譲渡をもって、差押債権者である国に対抗することはできず、本件

敷金等差押処分には何ら瑕疵はないことになるので、本件滞納国税の徴収

権は、その消滅時効が中断したものと認められる。 

エ 差押えは、確定判決その他の債務名義に基づく金銭債権の強制執行の手

続として債務者の財産の処分を禁止するために行われる債権者の権利の中

で最も強力なものであって、権利実行の着手があれば、当該権利者がその

権利の上に眠れる者ではないことを表明することになるから、請求と同様

に、時効中断の効力が認められるものと解すべきである。滞納処分として

される債権差押処分は、第三債務者に対する債権差押通知書の送達により

行われ（国税徴収法６２条１項）、徴収職員は、第三債務者に対しその履

行を、滞納者に対し債権の取立てその他の処分を禁じ（同条２項）、差押

えの効力は、債権差押通知書が第三債務者に送達された時に生ずるとされ

ているところ（同条３項）、本件においては、平成１６年５月１２日に、

本件敷金等差押処分の各債権差押通知書がＢに送達されている。したがっ

て、滞納処分としての差押えを行った以上、仮に、本件敷金等差押処分当

時、被差押債権が譲渡され、本件敷金時差押処分が競合する債権譲渡に劣

後するものであったとしても、それによって結果的に当該差押処分が実効

性を有しないことになるにすぎず、当該債権差押処分が無効になるわけで

はなく、本件敷金等差押処分によって権利実行の着手が認められることは

明らかであるから、これに基づく時効中断効が認められることは明らかと

いうべきである。 

オ 東京国税局が背信的悪意者に該当する旨の主張並びに本件敷金等差押処

分がいずれも信義則違反又は権利の濫用に当たる旨の主張は争う。 

（原告の主張の要旨） 

ア Ａが本件滞納国税について督促を受けたか否かは知らない。仮に、Ａが
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本件滞納国税について、被告主張のとおりに督促を受けていたとしても、

本件敷金等差押処分は、債務者であるＡに帰属せず、既に存在しない財産

に向けてされたものであるから、時効中断効を有しない。 

そして、本件滞納国税に係るＡに対する国税徴収権は、本件各不動産差押

処分が解除された平成１１年６月２４日から５年間行使されていないから、

上記国税徴収権は時効消滅した。 

イ Ａは、平成１５年３月３１日、本件各施設に係るＢを賃貸人、Ａを賃借

人とする賃貸借契約を終了し、ＢとＦとの間で新たに賃貸借契約を締結す

ることとした際、ＡのＢに対する本件敷金等返還請求権を、債務者である

Ｂの承諾を得て、Ｆに譲渡し、Ｆは、Ｂとの間の敷金契約及び保証金契約

に係る敷金及び保証金として、同日Ｂに対し、代物弁済した。 

したがって、本件敷金等差押処分当時、既に本件敷金等返還請求権は代

物弁済により消滅していたから、本件敷金等差押処分は、既に存在しない

債権を差し押さえたものとしていずれも無効である。 

ウ 仮に、本件敷金等返還請求権が代物弁済により消滅していないとしても、

東京国税局は、本件敷金等差押処分の前に、本件敷金等返還請求権の帰属

について調査し、それらがＦに帰属することは承知していたから、東京国

税局は背信的悪意者に該当し、Ｆは東京国税局に対し、自己に本件敷金等

返還請求権が帰属することを対抗できる。 

エ 東京国税局は、時効中断のためだけに本件敷金等返還請求権を差し押さ

えており、このような処分は、国税通則法基本通達５２条関係９（時効中

断の訴え）及び国税徴収法基本通達３２条関係２８（時効の中断）にも反

するものであり、信義則違反又は権利の濫用に当たる。したがって、信義

則違反又は権利の濫用に当たる処分による時効中断効は認められない。 

オ なお、被告は、仮に、本件敷金等返還請求権がＡに帰属していなかった

としても、滞納処分としての差押えがされたことにより権利実行の着手行
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為が認められるから、民法１４７条２号の差押えに該当し、時効中断効が

生ずる旨主張する。しかしながら、権利実行の着手行為といえるためには、

それが債務者所有の財産に向けられたものであることが必要であるところ、

本件敷金等返還請求権がＡには帰属しない場合には、差押えがされたとし

ても債務者所有の財産に向けられたものとはいえないから、権利実行の着

手行為とはいえず、時効中断効は生じないというべきである。 

（４）争点（２）イ（本件当座預金差押処分による時効中断の有無）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 仮に、本件滞納国税の徴収権の消滅時効が本件敷金等差押処分によって

中新しなかったとしても、本件滞納国税の徴収権は、平成１６年６月１７

日、本件当座預金差押処分がされたことにより、その消滅時効が中断し、

被差押債権全額の弁務を受けた同年９月１５日まで時効は進行しない。し

たがって、本件各差押処分の時点において、本件滞納国税の徴収権は時効

消滅していない。 

イ 本件当座預金差押処分は、平成１６年６月１７日当時、Ａが本件滞納国

税を滞納しており、本件滞納国税の督促状を発した日から起算して１０日

を経過した日後である平成１６年６月１７日に本件当座預金差押処分が行

われ、同日、債権差押通知書がＣ銀行に到達していることから、適法かつ

有効である。 

ウ この点、原告は、本件当座預金差押処分は、Ａに帰属しない財産に対し

て行われた差押えであり無効であるから、時効中断効は生じない旨主張す

る。 

当座預金債権の帰属は、預金口座開設時の預入金員の出捐者、口座名義、

入出金等の口座利用状況、預金通帳及び届出印鑑の管理状況等を総合勘案

して判断すべきであるが、本件当座預金口座はＡが開設したものであり、

通帳及び届出印は、口座開設時から長年Ａが管理しており、預金の預入れ
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や払戻しは全てＡが行っていたこと、本件当座預金口座の預金はＡの出捐

によるものであること、本件当座預金口座の印鑑票をＡが必要に応じて提

出していることなどからすれば、本件当座預金口座の預金債権者はＡであ

る。そして、Ａが解散した平成１６年６月３O日までに預金債権の譲渡がさ

れたり、預金債権の譲渡に基づく口座名義の変更は行われたものとは認め

られないから、当該預金債権はＡに帰属するというべきである。 

仮に、本件当座預金口座に対する誤振込みが存在したとしても、振込依

頼人から受取人の銀行の預金口座に振込みがあったときは、振込依頼人と

受取人との間の振込みの原因となる法律関係の有無に関わらず、受取人と

銀行との間に振込金相当額の預金契約が成立し、受取人が銀行に対して同

金額相当の預金債権を取得することになるから、受取人がＣ銀行との間で

預金債権を取得するのであり、誤振込みがされていることにより当該預金

債権に対する差押えが無効となるものではない。 

また、本件当座預金口座へされた振込みについて、Ａは預り金とし、Ａ

の長野県に所在するＥ営業所の事業を承継した有限会社Ｇ（以下「Ｇ」と

いう。）が未収金とする会計処理をしているところ、両者がこのような会

計処理の方法を採っていること自体、本件当座預金債権がＡに帰属するこ

とを前提としていることが明らかである。 

エ 東京国税局が背信的悪意者に該当する旨の主張及び本件当座預金差押処

分が信義則違反又は権利の濫用に当たる旨の主張は争う。 

（原告の主張の要旨） 

ア 本件当座預金差押処分に係る当座預金は、口座名義自体はＡであるもの

の、本件当座預金差押処分当時、Ａは既に事業を停止して営業活動を行っ

ておらず、Ｆ及びＧが営業活動を行っていた。預金債権の帰属は、預金口

座開設時の預入金員の出捐者、口座名義、入出金等の口座利用状祝、預金

通帳及び届出印鑑の管理状況等を総合勘案しで判断すべきであるところ、
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本件当座預金口座には、Ｇが取引先に対して有いていた売掛金債権が誤っ

て振り込まれていたことからも明らかなとおり、本件当座預金債権の出捐

者はＡではなくＧであり、本件当座預金口座の印章はＧが事業を開始して

以降、Ｇがこれを保管していたから、本件当座預金債権は、Ｇに帰属する

ものである。したがって、本件当座預金差押処分による本件滞納国税の徴

収権の時効中断効は認められない。 

イ 仮に、本件当座預金債権がＡに帰属するものであるとしても、東京国税

局は、本件当座預金差押処分の前に、本件当座預金債権の帰属について調

査し、それらがＧに帰属することは承知していたから、東京国税局は背信

的悪意者に該当し、Ｇは、東京国税局に対し、自己に本件当座預金債権が

帰属することを対抗できる。 

ウ 東京国税局は、時効中新のためだけに本件当座預金債権を差し押さえて

おり、このような処分は、国税通則怯基本通達５２条関係９（時効中断の

訴え）及び国税徴収法基本通達３２条関係２８（時効の中断）にも反する

ものであり、信義則違反又は権利の濫用に当たる。したがって、信義則違

反又は権利の濫用に当たる処分による時効中断効は認められない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）ア（本件納税保証１の成否等）について 

（１）認定事実 

前提事実並びに掲記の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件納税保証１

に関し、次の各事実が認められ、これに反する内容の甲第３１号証の記載及

び原告本人尋問の結果部分はいずれも採用することができない。 

ア Ａは、昭和４７年４月１日に設立された貨物運送業等を目的とする株式

会社であり、本杜は横浜市に置かれていた。Ａの代表取締役には原告の兄

であるＨ（以下「Ｈ」という。）が、同社の専務取締役には昭和５４年４

月以降は原告が就任していた。（甲３１、乙３の１、２） 
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イ Ａは、平成３年頃から、いわゆるバブル経済の崩壊に伴い、取引先企業

からの５％ないし１０％の運賃値下げ要求に応じざるを得なかったため、

資金繰りに窮して国税を滞納するようになり、平成８年頃には、神奈川税

務署から頻繁に督促を受けていた。（甲３１、原告本人尋問調書２頁） 

ウ 神奈川税務署の徴収職員は、平成８年４月１５日、Ａに対し、滞納国税

の納付の意思が示されなければＡの財産を差し押さえる旨の文書を送付し

たところ、Ａは、当時、代表取締役であるＨがＡのＥ営業所において就労

していたことから、横浜市に在住する専務取締役の原告において神奈川税

務署との折衝に当たることとした。（甲３１、弁論の全趣旨） 

エ 原告は、平成８年４月２２日、神奈川税務署を訪れ、同税務署の徴収職

員と面談した。徴収職員は、原告に対し、Ａの滞納国税の納付をしようよ

うしたが、原告は、徴収職員に対し、現状の資金繰りでは具体的な納付計

画の提出は困難であること、延滞税の免除を要望することなどを述ベた。 

オ 原告は平成８年５月１５日、神奈川税務署を訪れ、同税務署の徴収職員

と面談した。徴収職員は、原告に対し、Ａの滞納国税の納付をしょうよう

したところ、原告は、Ａの滞納国税の担保として原告自身が保証人となる

ことを申し出たため、徴収職員は、原告の所有する不動産や預貯金等の資

力に係る事項を聞取り調査した。（甲３１、乙４３） 

カ 原告は、平成８年５月２３日、神奈川税務署長宛てに、保証人欄に原告

が署名押印した本件納税保証書１及び印鑑登録証明書を提出したため、神

奈川税務署長は、同日、国税徴収法１５１条１項１号に基づき、本件納税

保証１を同法１５２条において準用する国税通則法４６条５項の担保とし

て、同日から平成９年５月２２日までの間、本件滞納国税１につき本件換

価の猶予１をした。 

（２）本件納税保証１の成否について 

ア 原告の提出した本件納税保証書１（乙４）には、その保証人欄に原告の
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自署による署名がされ、実印が原告により押捺され、印鑑登録証明書が添

付されていたことが認められ、本件納税保証書１は真正に成立したものと

推定される。 

イ この点、原告は、本件納税保証書１は、Ａが本件滞納国税１を分割払い

することを約したことを証するために署名押印したものであり、Ａの代表

者でもない原告が個人として保証する意思は有していなかった旨主張し、

これに沿う内容の原告の陳述書（甲３１）の記載（２、３頁）及び原告本

人尋問における供述（原告本人尋問調書５頁）がある。 

しかしながら、本件納税保証書１（乙４）には、その表題として「納税

保証書」と記載され、署名押印欄には「保証人」という肩書が明記され、

その真下には「納税・換価の猶予に係る下記納税者の猶予税額を私におい

て（中略）納税保証をします。」との文言が明記されているのであって、

原告において、これらの記載を認識することなく署名押印したとは考え難

い。そもそも、仮に、原告の主張を前提とすると、本件滞納国税１を分割

払いする主体は、原告ではなくＡであるから、本件滞納国税の分割払いを

約して換価の猶予を受けるのであれば、分割払いの主体であるＡ名義で念

書等の書類を作成しなければ意味がないことになるが、本件納税保証１は、

原告名義で作成されたものであって、Ａの名義で作成されたものではない。

また、仮に、本件滞納国税をＡが分割払いをすることを約するというので

あれば、分割払いを開始する時期や金額等の計画が具体的に明らかにされ

ていてしかるべきであるところ、原告の主張及び供述を前提としても、Ａ

が本件滞納国税を分割によりどのように支払う予定であるかについて具体

的な話が何かされたものとは認められない（原告本人尋問調書３２頁）。

そうすると、原告の主張を前提とすれば、Ａの専務取締役にすぎない原告

が、Ａが本件滞納国税を分割払いすることを抽象的に約したことを証する

ものとして本件納税保証書１が作成されたことになるが、そのような書面
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を作成したとしても、神奈川税務署が本件滞納国税を徴収するに際して何

ら意味を有しないことは明らかであり、神奈川税務署の徴収職員がそのよ

うな納税保証書を作成し、かつ、換価の猶予を決定するとは思われない。

さらに、上記（１）オのとおり、神奈川税務署の徴収職員は、本件納税保

証１に先立って、原告に関する資力調査をしたことが認められるところ、

本件滞納国税をＡが支払うことのみを約するのであれば、そのような原告

の資力調査をする必要がないのであるから、原告の主張は、この点からも

客観的な事実関係と整合しない（なお、原告は、本人尋問において、徴収

職員による資力調査を受けたことを否定するかのような供述をするが（原

告本人尋問調書２２、２３頁）、乙第４３号証には、原告からの聞き取り

によらなければ判明しない有価証券や預貯金に関する事項も記載されてい

るから、原告の供述を信用することはできない。） 

したがって、Ａが本件滞納国税１を分割払いすることを約したことを証

するために本件納税保証書１に署名押印したという原告の主張を採用する

ことはできない。 

ウ 以上によれば、原告は、本件納税保証１の申込みをする意思に基づいて

本件納税保証書１に署名押印し、印鑑登録証明書を添付した上でこれを神

奈川税務署長に提出し、これを受けて、上記（１）カのとおり、神奈川税

務署長が本件換価の猶予１をしたものと認められるから、本件納税保証書

１の内容のとおり、本件納税保証書１が成立したものと認められる。 

（３）原告の錯誤の有無について 

ア 原告は、仮に、本件納税保証１が成立しているとしても、原告には要素

の錯誤がある旨主張する。しかしながら、前記のとおり、乙第４号証によ

れば、その表題として「納税保証書」と記載され、署名押印欄には「保証

人」という肩書が明記され、その真下には「納税・換価の猶予に係る下記

納税者の猶予税額を私において（中略）納税保証をします。」との文言が
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明記され、納税者の氏名としてＡが記載されているため、本件納税保証書

１がＡの滞納国税を保証するための書類であることが一見して明らかであ

ると認められる。 

この点、原告は、本人尋問において、本件納税保証書１の冒頭の「納税

保証書」の部分は署名前に読んだが、それ以外の部分は別紙の滞納税金目

録も含めて見せられておらず、仮に、Ａの滞納国税を保証する意思であれ

ば、代表取締役であるＨと相談することが必要であるが相談していないか

ら、原告が本件納税保証１をするはずがない旨供述する（原告本人尋問調

番４、５頁）。 

しかしながら、原告は、Ｈに代わってＡの滞納国税に関する折衝を行っ

ていた立場にあり、Ａの専務取締役のみならず、Ｆの代表取締役にも就任

していたのであるから、このような原告の立場並びに原告の知識及び経験

に照らせば、上記に述ベた体裁である本件納税保証書１がＡの滞納国税の

納税につき原告が保証する趣旨のものであることは当然認識できたはずで

あり、本件納税保証書１が本件滞納国税１を分割払いすることを約したこ

とを証するいわゆる念書であると誤解していたものとは考え難い。また、

乙第４４号証の１ないし３によれば、原告は、Ａのために自己所有の不動

産を担保に供していることが認められるから、原告が専務取締役としてＡ

のために個人保証をすることも伺ら不自然なことではなく、原告が納税保

証することにつきＨが反対するはずもないから改めてＨと相談する必要性

が認められないことを併せ考慮すれば、原告の供述をにわかに信用するこ

とはできず、原告は本件納税保証１の申込みをするに際し要素の錯誤に陥

っていたものと推認することはできない。 

なお、被告は、原告は平成８年５月１５日に神奈川税務署を訪れた際に

手交された納税保証書を一旦持ち帰り、同月２３日に神奈川税務署長宛て

に提出している旨主張するところ、これを認めるに足りる的確な証拠はな
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いものの、仮に、原告が納税保証書を一旦持ち帰った事実が認められない

としても、上記（１）オのとおり、既に自らが納税保証する意思を明らか

にし、神奈川税務署徴収職員が原告の資力に関する聞取り調査を行ってい

ることが認められることに照らすと、原告が本件納税保証１の申込みをす

るに際し要素の錯誤に陥っていたものとは推認されないという上記の判断

を左右するものとはいえない。 

イ 以上によれば、本件納税保証１は有効であると認められる。 

２ 争点（１）イ（本件納税保証２の成否等）について 

（１）認定事実 

前提事実並びに掲記の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件納税保証２

に関し、次の各事実が認められ、これに反する内容の甲第３１号証の記載及

び原告本人尋問の結果部分はいずれも採用することができない。 

ア 神奈川税務署長は、平成９年１１月６日、本件各不動産差押処分をし、

同月１１日、その旨の登記を経由した。 

イ 東京国税局長は、平成９年１１月２７日、神奈川税務署長から本件滞納

国税の徴収の引継ぎを受け、東京国税局の徴収職員は、同日、Ａに対し、

滞納国税の納付をしょうようするため、来局を依頼する文書を送付したと

ころ、原告は、同年１２月８日、東京国税局を訪れて徴収職員と面談した。

徴収職員は、原告に対し、Ａの滞納国税の納付をしょうようしたところ、

原告は、Ａの滞納国税の納付が困難であること、延滞税の免除を受けたい

旨申し出たため、徴収職員は、延滞税の免除に関する説明をするとともに、

Ａの滞納国税の納付がなければ、原告に対し、保証債務の履行を求めるこ

と及び本件各不動産を公売することを伝えた。 

ウ 原告は、平成１０年１月２３日、東京国税局を訪れ、徴収職員と面談し

た。原告は、本件各不動産は、ＡのＥ営業所の事業に供している物件であ

り、本件各不動産が換価されてしまうとＡの事業の継続が困難となること、
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本件各不動産が差し押さえられているために金融機関から借入れをするこ

とが困難であり、任意売却をすることも困難であることなどを説明し、本

件各不動産設押処分の解除を受けるための手段を相談した。徴収職員は、

原告に対し、少なくとも本件各不動産の価額相当額を上回る滞納国税の納

付がない限り、本件各不動産差押処分を解除することはできないこと、及

び、本件滞納国税について換価を猶予するためには、本件滞納国税２につ

いても原告が納税保証をすることが必要であることを説明したため、原告

は、本件各不動産の価額相当額を上回る滞納国税を現金にて納付するとと

もに、原告が追加で納税保証を提供することを申し出た。（甲３１、原告

本人尋問調書６、７頁、弁論の全趣旨） 

エ 東京国税局徴収職員は、本件各不動産差押処分を維持した場合には、資

金調達の困難なＡからは滞納国税の納付が期待できないこと、本件各不動

産を換価するとＡの事業の継続が困難となるおそれがあること及び原告に

よる納税保証の提供の申出がされたことを考慮して、国税徴収法１５１条

１項１号所定の換価の猶予の要件に該当するか否か及び同条２項により本

件各不動産差押処分を解除することができるか否かについて検討すること

とした。（弁論の全趣旨） 

オ 原告は、平成１０年８月１８日、東京国税局長に対し、本件納税保証書

２及び印鑑登録証明書を提出した。 

カ 東京国税局長は、平成１０年８月２６日、Ａに対し、本件納税保証２を

国税徴収法１５２条において準用する通則法４６条５項の担保として、本

件滞納国税について本件換価の猶予２をした。ただし、本件換価の猶予２

の決議の時点においては、原告から上記ウの申出に係る現金の納付が行わ

れていなかったため、本件各不動産差押処分は、その納付が確認された後

に解除することとした。（弁論の全趣旨） 

キ 原告は、平成１１年６月１１日、東京国税局を訪れ、徴収職員と面談し
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た。徴収職員は、原告に対し、Ａの滞納国税の納付をしょうようしたとこ

ろ、原告は、８００万円を近日中に納付する旨述べた。 

ク 原告は、平成１１年６月２４日、国に対し、８００万円を納付したため、

東京国税局長は、同日、国税徴収法１５１条２項に基づき、本件各不動産

差押処分を解除した。 

（２）本件納税保証２の成立範囲について 

ア 原告の提出した本件納税保証書２（乙１１）には、その保証人欄に原告

の自署による署名がされ、実印が原告により押捺され、印鑑登録証明書が

添付されていたことが認められ、本件納税保証書２は真正に成立したもの

と推定される。 

イ この点、原告は、本件各不動産差押処分を解除するための納付金８００

万円の支払を保証し、そのための念書を作成する認識で本件納税保証書２

に署名押印したものであるから、本件納税保証２は保証金額８００万円の

限度で保証するものとして成立した旨主張し、これに沿う内容の甲第３１

号証の原告の陳述書の記載（４頁）及び原告本人尋問における供述（９頁）

がある。 

確かに、上記（１）オ及びクのとおり、原告は、本件納税保証書２を提出

した後約１０か月して８００万円を納付し、これによって本件各不動産差

押処分が解除されたことが認められる。 

しかしながら、上記（１）カのとおり、東京国税局長は、本件納税保証

２の成立をもって担保を徴したものとして、本件換価の猶予２をしている

のであり、本件納税保証書２の提出後に本件各不動産差押処分の解除がさ

れたことのみから、本件納税保証書２が８００万円の現金の支払を保証す

るものであったと推認することは困難である。また、少なくとも本件各不

動産の客観的な価値は８００万円を下回らないものと推認されるものの、

本件納税保証書２が提出された時点において、本件各不動産差押処分の解
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除のために必要な金額が８００万円である旨と明示されていたことを認め

るに足りるだけの的確な証拠は存在しない。 

むしろ、本件納税保証書２には、原告が主張するような８００万円で保

証金額を限定する文言は一切記載されておらず、国税徴収法１５２条にお

いて準用する国税通則法４６条５項によれば、滞納国税の納税の猶予をす

るためには、その猶予に係る金額に相当する担保を徴さなければならない

こととされているから、本件滞納国税について納税を猶予するためには、

本件滞納国税のうち本件納税保証１の対象外となっている部分についても

原告による納税保証が必要であると考えられることに照らすと、本件納税

保証２の申込みには、原告の保証金額を８００万円とする限定がされては

いなかったものと認められ、上記（１）カのとおり、東京国税局長が本件

換価の猶予２をしたことにより、本件納税保証２は、本件滞納国税２を対

象するものとして成立したものと認められる。 

（３）原告の錯誤の有無等について 

ア 原告は、仮に、本件納税保証２が本件滞納国税のうち８００万円を超え

る部分について成立しているとしても、８００万円を超える部分を保証す

ることについては原告に要素の錯誤があり、本件納税保証２はその限度で

無効であり、仮に、原告が錯誤に陥ったことについて重過失があったとし

ても、徴収職員は、原告に対し、納税保証に関する明確な説明を行ってお

らず、原告が錯誤に陥っていることを知ってこれを利用しているから、信

義則上、原告に重過失がある旨の抗弁を主張することはできず、いずれに

しても、本件納税保証２はその限度において錯誤により無効である旨主張

する。 

イ しかしながら、上記１（３）で述べたとおり、原告が代表取締役に代わ

ってＡの滞納国税に関する折衝を行っていたことや原告の知識及び経験に

照らせば、本件納税保証書２がＡの滞納国税につき原告が保証する趣旨の



 

 25 

ものであることや、同書には保証金額を限定する旨の文言が記載されてい

ないことは当然認識できたはずであり、本件納税保証書２が保証金額８０

０万円を限度として原告が納税保証したことを証するものであると誤解し

ていたものとは考え難い。そして、原告がＡのために自己所有の不動産を

担保に供しているほか、既に本件納税保証１によりＡの本件滞納国税１を

納税保証していることを併せて考慮すれば、本件滞納国税２を対象とする

本件納税保証２を成立させることは合理的な行為であると考えられ、原告

は本件納税保証２の申込みをするに際して要素の錯誤に陥っていたものと

は認められず、仮に、錯誤に陥っていたとしても、原告には重過失がある

というべきであり、原告が錯誤に陥っていることを知りながらこれを利用

したことを認めるに足りる証拠もないから、本件納税保証２の錯誤無効を

主張することはできないというほかない。 

ウ 以上によれば、本件納税保証２は有効であると認められる。 

３ 争点（２）ア（本件敷金等差押処分による時効中断の有無）について 

（１）前提事実並びに掲記の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の各事実が認

められる。 

ア 神奈川税務署長は、平成５年５月２０日から平成９年３月２１日の間の

別紙滞納国税一覧表の督促欄上段記載の各日付において、Ａに対し、各滞

納国税の納付を督促した。（乙３４の１ないし２８） 

イ Ａは、平成１０年７月３１日、Ｂから、別紙債権目録１（１）及び２（２）

記載の高架下施設（以下「Ｉ」という。）を賃料月額２６２万０９００円、

敷金を賃料６か月分の１５７２万５４００円、保証金を１３３２万７００

０円、期間を平成１０年１０月１日から平成１１年３月３１日までと定め

て賃借した（以下、ＡとＢとの間で成立したＩの賃貸借契約を「原賃貸借

契約１」という。）。Ａは、平成１１年３月３１日、Ｂとの間で、原賃貸

借契約１の賃料を月額２１０万円に、敷金を１２００万円に減額する旨合
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意し、Ｂから敷金の一部の返還を受けた。（乙４５の別紙１、別紙２） 

ウ Ａは、平成１０年７月３１日、Ｂから、別紙債権目録１（３）記載の高

架下施設（以下「Ｊ」という。）を賃料月額２２万３０００円、敷金を賃

料６か月分の１３３万８０００円、期間を平成１０年１０月１日から平成

１１年３月３１日までと定めて賃借した（以下、ＡとＢとの間で成立した

Ｊの賃貸借契約を「原賃貸借契約２」という。）。Ａは、平成１４年８月

２６日、Ｂとの間で、原賃貸借契約２の賃料を月額２５万３０００円に、

敷金を１５１万８０００円に増額する旨合意し、Ｂに対し、増額に係る敷

金を交付した。（乙４５の別紙５、別紙６） 

エ Ａは、平成１４年１２月４日、取締役会を開催し、Ａの本社営業所を承

継するＦとＥ営業所を承継するＧに分社し、Ａは解散することを決定した。

（甲１２） 

オ Ａは、平成１５年１月２０日、Ｂに対し、原賃貸借契約１及び２の賃借

人を設立予定のＦに変更することを申し出た。その際、Ａは、原賃貸借契

約１及び２に基づきＡがＢに対して有する権利義務の一切は、Ｆが承継す

る旨申し出た。（甲３、乙４５の別紙８） 

カ Ｂは、平成１５年２月６日、Ａに対し、上記オの申出を承諾する旨通知

し、同年３月２８日、Ｆ代表取締役就任予定の原告に対し、原賃貸借契約

１及び２について、Ｆからの契約更新の申出を受け、契約の更新を行いた

い旨通知し、ついては、同封する契約書に署名押印して返送するよう求め

た。同封された契約書は、「施設賃貸借更新契約書」という表題の下、Ｂ、

Ｆ及び連帯保配人の原告の三者間で、原賃貸借契約１及び２のうちの賃貸

借期間に関する定めを変更することを内容とするものである。（甲４の１

及び２、５、乙４５の別紙９） 

キ 原告は、平成１５年４月１日、Ｆを設立し代表取締役に就任した。（甲

１７） 
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ク 東京国税局長は、平成１６年５月１２日、本件敷金等差押処分をした。 

ケ Ｂは、平成１８年２月２３日及び同年３月７日、東京国税局に対し、本

件敷金等返還請求権は、ＡからＦに譲渡されたものとしてＦとの間で本件

各施設の賃貸借契約を継続しているため、Ｂは東京国税局に対して支払う

べき債務は存在しないものと考えている旨書面により通知した。（甲６、

７） 

コ Ｂは、Ｋの民営化に伴い、高架下事業をＬ株式会社（以下「Ｌ」いう。）

に事業譲渡し、平成１８年４月１日をもって解散することとされたため、

Ｂ、Ｆ及びＬは、同年３月２２日、原賃貸借契約１及び２に関する覚書を

締結した。覚書においては、① Ｂは、原賃貸借契約１及び２に基づく契

約上の地位及び原賃貸借契約１及び２に基づく敷金及び保証金に関する権

利義務以外の一切の権利業務をＬが承継することとし、② 敷金について

は、a 本件敷金差押処分が解除され又は取立訴訟等の碓定判決が出るまで

の間は、Ｂが返還義務を負担することとし、b 本件敷金差押処分が解除さ

れた場合及びＦが本件敷金返還請求権を有する旨の確定判決が出た場合に

は、敷金返還債務をＬが承継することとし、c 本件敷金差押処分の有効性

を認める判決が碓定した場合には、Ｂが敷金返還債務を東京国税局に対し

て弁済するとともに、Ｆは、新たに敷金を交付することとし、③ 保証金

については、a 本件保証金差押処分が解除され又は取立訴訟等の碓定判決

が出るまでの間、Ｂが返還義務を負担することとし、b 本件保証金差押処

分が解除された場合及びＦが本件保証金返還請求権を有する旨の確定判決

が出た場合には、解除を知り得た日又は判決確定日から３０日以内に原賃

貸借契約に規定する利息を付してＢがＦに弁済することとし、c 本件保証

金差押処分の有効性を認める判決が確定した場合には、Ｂが保証金返還債

務を東京国税局に対して弁済することとされている。（甲８） 

サ Ｂ、Ｆ及びＡは、平成１８年１１月１０日、Ｂがその判断で東京国税局
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に対し本件敷金等返還請求権に係る債務を弁済することとしたため、本件

各施設の敷金及び保証金につき、Ｂは、上記弁済後も敷金１３５１万８０

００円及び保証金１０６６万１６００円をＢが負担することを認め、これ

らの合計額の６％をＦが負担することとして保証金返還債務から控除する

こととし、Ｂは、上記敷金額をＬに敷金として承継する処理をしてＦには

負担をさせないこととし、保証金残金及び約定利息はこの合意の成立の日

から１０日以内にＦに対して支払うことを内容とする合意をした。（甲９） 

（２）本件敷金等返還請求権の譲渡の有無について 

ア 上記（１）オ及びカのとおり、Ａは、Ｂに対し、原賃貸借契約１及び２

の賃借人を設立予定のＦに変更する申出をし、Ｂはこの申出を承諾したこ

とが認められるところ、甲第８号証の覚書には、「乙（Ｆ）が、更改契約

により平成１５年４月１日付けをもってあらたに契約当事者となったこと

を受け」という文言があり、賃借人をＦに変更するための更改契約を締結

したかのように解される記載がないわけではないが、甲第４号証の１及び

２の通知並びにこれに同封された甲第５号証の契約書には、Ｆからの契約

の「更新」の申出を受けて、甲第５号証のとおり、施設賃貸借「更新」契

約を締結することとしたとの記載があることに照らすと、Ｆは、Ｂとの間

で本件各施設に関する新たな賃貸借契約を締結したものではなく、原賃貸

借契約１及び２に基づく賃借権をＡから譲り受けたものと認めるのが相当

である。 

イ 一般に、不動産の賃貸借においては、敷金契約は賃貸借契約の従たる契

約であるものの、賃貸借契約とは別個の契約であるから、賃借人以外の第

三者が敷金を差し入れたり、敷金返還請求権のみを賃借権とは独立して譲

渡し、又は差し押さえることができると解されている。そして、不動産の

賃借権が譲渡されこれを賃貸人が承諾した場合の敷金返還請求権の帰趨に

ついて、敷金返還請求権は、賃借権と共に移転し、将来新賃借人が新たに
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負担することになる債務についてまでこれを担保するものと解することは、

敷金を交付した旧賃借人にその予期に反する不利益を被らせる結果となっ

て相当ではないから、敷金の交付者である旧貸借人が賃貸人との間で敷金

をもって新賃借人の債務不履行の担保とすることを約した場合や、又は旧

賃借人が新賃借人に対して敷金返還請求権を譲渡するなどの特段の事情が

ない限り、敷金に関する敷金交付者の権利義務関係は新賃借人に承継され

ないものと解すべきである（最高裁判所昭和●●年（○○）第●●号同５

３年１２月２２日第二小法廷判決・民集３２巻９号１７６８頁参照）。 

しかしながら、上記（１）オ及びカのとおり、Ａが原賃貸借契約１及び

２に基づく権利義務の一切をＦに対して承継させることを申し出たのに対

し、Ｂがこれを承諾していること（それゆえに、上記（１）ケのとおり、

Ｂが東京国税局に対し、本件敷金等差押処分に異議を述ベて弁済する意思

がないことを明らかにしたものと認められる。）、上記（１）エのとおり、

Ｆは、Ａを分社したものであり、Ｇと共にＡの事業の一部を承継したもの

であることを併せ考慮すると、本件敷金等返還請求権は、賃借権の譲渡に

伴ってＦに対して譲渡されたものと認めるべき特段の事情があるものと認

められる。 

ウ 不動産の賃貸借に伴い授受される保証金については、その名目が様々で

あるだけでなく、その趣旨が貸金、敷金、権利金、それらが混合したもの

等様々であるところ、保証金という名義において授受された一時金の法的

性質は、その名義、その額と月額賃料に対する比率、敷金、権利金の交付

の有無、賃貸借契約終了時の返還額・遮還の時期・返還方法に関する特約、

賃貸借契約上の貸借人の債務担保に関する特約の有無・内容、賃貸借の目

的等の事情を考慮して判断することになるところ、乙第４５号証によれば、

原賃貸借契約１においては、賃料の６か月分の敷金が交付されているほか

（６条１項）、保証金名義で賃料の約４．８か月分の保証金が交付される
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こととされ（７条１項）、賃貸借契約終了後３年４か月程度据え置かれた

後に１０年間に年２回ずつ均等に分割して返済されるが（同条２項）、賃

借人が負担する金銭債務の履行を怠った場合には、敷金、保証金の順序で

債務の弁済に充当し得ることとされている（９条１項）ことが認められる

から、原賃貸借契約１における保証金は、敷金に準ずる性質を有するもの

と認められる。したがって、本件保証金返還請求権の帰趨については、本

件敷金返還請求権と同様に解するのが相当である。 

エ 以上によれば、本件敷金等返還請求権は、平成１５年４月１日ころ、Ａ

からＦに対して譲渡されたものと認められる。 

（３）債権譲渡と差押えの優劣関係について 

ア 上記（２）のとおり、本件敷金等返還請求権は、平成１５年４月１日こ

ろ、ＡからＦに対して譲渡されたものと認められるが、指名債権の譲渡に

おける債権の帰属は、民法上対抗問題とされており（民法４６７条２項）、

滞納処分としてされる債権差押処分と指名債権の譲渡が競合した場合も同

様に対抗問題になると解される。したがって、被差押債権が債権譲渡によ

り譲渡されていたとしても、そのことから当該差押えが債務者の財産に向

けられたものではないとして直ちに当該差押処分が無効になるということ

にはならないというべきである。 

そして、指名債権の譲渡と滞納処分としてされた債権誰押処分が競合し

た場合には、確定日付のある債務者に対する通知又は確定日付のある債務

者による承諾のいずれかの先後関係によってその優劣を決すべきことにな

るところ、本件敷金等返還請求権については、債務者であるＢに対する確

定日付ある通知又はＢによる確定日付ある承諾がされたことを認めるに足

りる証拠はない。したがって、Ａは、本件敷金等返還請求権の譲渡を第三

者である東京国税局に対抗することはできないことになる。 

イ 原告は、Ｆは、Ａから本件敷金等返還請求権の譲渡を受けるのと同時に、
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Ｂとの間の敷金契約及び保証金契約に係る敷金及び保鉦金として、同日、

Ｂに対して本件敷金等返還請求権を代物弁済に供したことにより本件敷金

等差押処分当時、本件敷金等返還請求権は既に消滅していた旨主張する。 

しかしながら、一般に、敷金契約及び保証金契約は諾成契約ではなく要

物契約と解されており、賃貸人と貸借人との間で敷金及び保証金を納付す

る旨の合意が成立したのみでは敷金契約及び保証金契約が成立したとはい

えず、現実に敷金及び保証金が交付されて初めて敷金契約及び保証金契約

が成立することになると解される。したがって、そもそも、Ｆは、代物弁

済の前提となる敷金及び保証金を受付すべき債務を負担していたものとは

認め難い。仮に、ＦとＢとの間で敷金及び保証金を交付する旨の合意であ

る諾成的敷金契約及び諾成的保証金契約が成立していたとしても、代物弁

済は要物契約であるから、本来の給付の代わりにする給付は現実にされる

必要があるところ、金銭債務である敷金及び保証金の交付の代わりに何ら

かの給付が現実にされたものと認めるに足りる証拠はない。結局のところ、

本件敷金等返還請求権を代物弁済に供した旨の原告の主張は、ＦがＡの有

していた本件敷金等返還請求権の譲渡を受けた事実を単に言い換えたもの

にすぎないというほかない。 

したがって、いずれにしても原告の主張を採用することはできず、本件

敷金等差押処分は有効にされたものと認められる。 

（４）小括 

以上によれば、本件滞納国税の消滅時効は、上記（１）アのとおり、Ａに

対する督促により各督促を発した日から１０日を経過した日までは進行せず、

その後にされた本件敷金等差押処分により、被差押債権の弁済を受けた平成

１８年１１月２４日まで進行しなかったものと認められるから、争点（２）

イについての判断をするまでもなく、本件各差押処分当時、本件滞納国税は

いまだ時効消滅していなかったものと認められる。そして、東京国税局長は、
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原告に対し、平成１７年１月１２日付けで、国税通則法５２条２項に基づき

本件告知処分をし、同年２月２８日付けで、同条３項に基づき納付催告書に

よる督促を行ったが、督促した日から１０日を経過した日までに本件滞納国

税が完納されなかったことから、本件各差押処分がされたものと認められ、

以上の経緯について、何ら手続上違法な点は認められない。 

なお、原告は、平成１１年６月２４日に保証債務８００万円を弁済したこ

とにより、Ａの税金は全て片が付いていたと思っていたにもかかわらず、本

件各差押処分は、それから約８年経過した時点で原告の個人資産に向けてさ

れた想定外の出来事であり、本件滞納国税は、国税当局がＡの滞納国税を放

置したためにかさんだ加算税及び延滞税をその内容とするものであって、そ

もそも、国税当局がＡに対し、滞納税金の徴収を誠実に行っていればこのよ

うな多額の滞納国税が発生することはなかったものであるとして、本件各差

押処分は、信義則上無効というべきであると主張する。 

しかしながら、国税徴収法その他の関係法令上、滞納国税の納税保証人に

対する差押処分は、滞納国税の徴収権が消滅時効にかかる場合を除いては、

その時期について制限する規定は設けられていないこと、原告とＡとの関係

等からすれば、仮に、原告が自己資産から８００万円を負担したことにより

自己の責任は全て果たしたものと考えていたとして、原告による現金の納付

から約８年間が経過しており、本件各差押処分がＡの加算税及び延滞税をそ

の内答とするものであることを考慮したとしても、なお、本件各差押処分が

信義則の適用により無効になるということはできない。 

したがって、本件各差押処分は信義則上無効ということはできず、他にこ

れらを違法とすべき事情もないから、適法であると認められる。 

４ 結論 

よって、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用

の負担について、行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文の
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とおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

執判長裁判官  川神 裕 

裁判官  内野俊夫 

裁判官  日暮直子 


